
 
 
 

国税庁より、令和６年分所得税について定額による所得税額の特別控除（定額減税）の実施を踏まえた、令和６年分

所得税の確定申告に関する情報が公表されています。本記事でその内容を以下に抜粋しご紹介します。 
 

■定額減税制度の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▼詳細は下記「定額減税について（制度の概要）」をご確認ください。 

 https://www.nta.go.jp/users/gensen/teigakugenzei/01.htm 

 

■給与所得者の方 

給与所得者の方は、給与の支払者が行う年末調整において、定額減税を踏まえた所得税額が計算されるため、年

末調整を了していれば、確定申告は不要です。 

ただし、給与所得者であっても、確定申告が必要な場合（注）もあり、その場合、確定申告において、最終的な

定額減税を計算の上、納付すべき又は還付される所得税の金額を精算することとなります。 

また、年の途中で退職し、給与等に係る源泉徴収について定額減税の控除が行われていない（控除しきれない額

がある場合を含みます）ときは、確定申告において定額減税額を計算の上、納付すべき又は還付される所得税の

金額を精算することとなります。 

 

▼「確定申告が必要な場合」の詳細は、下記「「確定申告が必要な方」をご確認ください。 

https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/shinkoku/tebiki/2024/01/1_06.htm 

 

■公的年金所得者の方 

年金所得者に係る申告不要制度（注）に該当する場合、確定申告は不要です。 

なお、「公的年金等の受給者の扶養親族等申告書」に記載した事項の異動等により、定額減税額が異動する場合

（例えば、令和６年中に扶養親族の人数が増加した場合など）は、確定申告において、最終的な定額減税を計算

の上、納付すべき又は還付される所得税の金額を精算することとなります。 

 

（注）年金所得者の申告不要制度…次のいずれにも該当する場合には、計算の結果、納税額があるときでも、所得

税等の確定申告は必要ありません。（※１・２） 

１ 公的年金等の収入金額が 400 万円以下（※3・４） 

２ 公的年金等に係る雑所得以外の所得金額が 20 万円以下 

【労務】定額減税と確定申告 

 

https://www.nta.go.jp/users/gensen/teigakugenzei/01.htm
https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/shinkoku/tebiki/2024/01/1_06.htm


（※１）所得税等の確定申告が必要ない場合でも、住民税の申告が必要な場合があります。詳しくは、お住まいの

市区町村にお尋ねください。 

（※２）所得税等の確定申告が必要ない場合でも、一定の要件に該当する場合には、還付を受けるための申告（還

付申告）を行うことで税金が還付されます。 

（※３）源泉徴収を要しない公的年金等の規定（所得税法第 203 条の７）の適用を受けるものを除きます。 

（※４）一定の外国年金が国外で支払われる場合などには、源泉徴収の対象となりません。 

 

■給与と公的年金の両方で定額減税を受けている方 

支払を受けた給与等に係る源泉徴収額と、厚生労働大臣等から支払を受けた公的年金等に係る源泉徴収額の両方

から定額減税の適用を受けていることだけをもって、確定申告の必要はありません。このため、従来どおり、 

・給与の収入金額が2,000 万円以下で、かつ、給与所得及び退職所得以外の所得金額が20万円以下であるな 

どの一定の要件を満たすことにより確定申告が不要とされている方 

・その年中の公的年金等の収入金額が400万円以下であって、かつ、その年分の公的年金等に係る雑所得以外 

の所得金額が20万円以下であることにより、確定申告が不要とされている方（注１） 

については、確定申告をする必要はありません（注２）。 

 

（注１）その公的年金等の全部が源泉徴収の対象となっている方に限ります。 

（注２）上記に該当する方は、確定申告をする必要はありませんが、還付申告により、所得税等の還付を受ける 

ことができます。 

 

■事業所得者等の方 

事業所得者や不動産所得者の方などは、確定申告の際に所得税の額から定額減税額を控除します。 

令和６年分所得税に係る予定納税の対象者であった方は、第１期分予定納税額（７月）（注）から本人分に係る

定額減税額に相当する金額が控除されていたため、確定申告の際に予定納税額も踏まえて、最終的な年間の所得

税額と定額減税額の精算を行います。 

 

（注）特別農業所得者（農業所得の金額に係る一定の要件を満たすものとして申告等をしている方）について 

は、第２期分予定納税額（11 月）となります。 

 

■源泉徴収票に控除しきれない定額減税額（控除外額）の記載がある方への情報 

給与所得がある方や公的年金所得がある方で、源泉徴収票に所得税等から控除しきれない定額減税額（控除外

額）の記載がある場合には、給付金の支給（注１）による対応がある場合があります（注２）。 

給付金の詳細については、お住いの市区町村にお尋ねください。給付金に関するお問合せ窓口については、以下

をご確認ください。 

 

▼内閣官房ホームページ「新たな経済に向けた給付金・定額減税一体措置」（外部サイト） 

 https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/benefit2023/index.html 

 

なお、確定申告の要否については、上記「確定申告における定額減税の適用」をご確認ください。 

ただし、「確定申告が必要な方」に該当しない方で、医療費控除や寄付金控除を適用する、又は、他の所得で源

泉徴収額が生じていること等により還付申告を行う方については、確定申告において、定額減税額を計算の上、

還付される所得税の金額を精算することとなります（注３）。 

 

（注１）令和６年中に支給された調整給付金と令和７年に支給予定の追加給付金があります。 

（注２）確定申告の結果、控除しきれない定額減税額が生じている場合も同様です。 

（注３）年金所得者の申告不要制度に該当する方等が、計算の結果、納付すべき所得税額が生じた場合は申告す 

る必要はありません。 

参照ホームページ ［ 国税庁 ］ 

https://www.nta.go.jp/users/gensen/teigakugenzei/kakutei.htm 

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/benefit2023/index.html
https://www.nta.go.jp/users/gensen/teigakugenzei/kakutei.htm

